
公 募 公 告

次のとおり公募に付します。

平成２７年８月６日 支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長事務取扱 仲程 倫由

１ 契約担当官等の官職及び氏名 支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長事務取扱 仲程 倫由

２ 公募に付する事項

（１）業務件名 平成２７年度長期掛金分割に伴う人事給与総合システム等の改修業務

（２）業務内容 入札説明書による。

（３）履行期間 契約締結日 ～ 平成２７年１０月１６日

（４）履行場所 公募説明書による。

（５）契約者の決定方法 この公募は、以下の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意

思確認申請書の提出を招請するものである。なお、応募要件を満たすと認められる希望者が複数者い

る場合は一般競争入札による契約手続きを、また、１者であった場合はその者と随意契約による契約

手続きを行うことを予定している。

３ 応募要件

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、被補佐人又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りでない。

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）平成２５・２６・２７年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等（情報処理）」のうちＢ、Ｃ又はＤ等級

に格付けされた九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（５）仕様書等の条件を満たしている者であること。

４ 公募説明書等の交付期限及び場所

（１）交付期限 平成２７年８月１８日（火）午後５時００分

（２）交付場所 〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館７階

沖縄総合事務局 総務部会計課 支出負担行為第一係 宮城

TEL:098-866-0046(内81339) FAX:098-860-1025 E-mail:kaikei-futan01@ogb.cao.go.jp

５ 参加意思確認申請書の提出期限 平成２７年８月１９日（水）午後５時００分

６ 参加意志確認申請書の無効 本公告に示した応募要件を満たさない者の参加意思確認申請書は無効とする。



－1－

公 募 説 明 書

次の調達案件については、公募公告及び関係法令に定めるもののほか、この公募説明書によるものとする。

１ 公 告 日 平成２７年８月６日（木）

２ 掲載責任者 支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長事務取扱 仲程 倫由

３ 担当部局

（１）契約手続に関すること 〒900-0006沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館７階

沖縄総合事務局 総務部 会計課 支出負担行為第一係 宮城

TEL:098-866-0046(内81339) FAX:098-860-1025 E-mail:kaikei-futan01@ogb.cao.go.jp

（２）仕様書に関すること 〒900-0006沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館６階

沖縄総合事務局 総務部 人事課 給与第二係 金城

TEL:098-866-0045(内81290)

４ 調達概要等

（１）調達件名 平成２７年度長期掛金分割に伴う人事給与総合システム等の改修業務

（２）調達内容 仕様書のとおり。

（３）履行期間 契約締結日 ～ 平成２７年１０月１６日

（４）履行場所 仕様書のとおり。

５ 応募要件

次に掲げる条件を満たしている者であること。

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結

のために必要な同意を得ている者については、この限りでない。

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）平成２５・２６・２７年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等（情報処理）」のうちＢ、Ｃ又はＤ等級に格付

けされた九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（５）公募説明書及び仕様書等の条件を満たしている者であること。

６ 公募説明書及び仕様書等に対する質問

（１）公募説明書及び仕様書等に対する質問がある場合は、次に従い、電子メールにより質問書を提出すること。なお、質問書の様式

は沖縄総合事務局ＨＰ（調達情報 http://www.ogb.go.jp/soumu/soumu_tyouta.html）へ掲載している。

① 受付期限：平成２７年８月１８日（火）午後５時００分

② 受付窓口：上記３（１）に同じ。

（２）上記（１）の質問に対する回答書は、次の期限のとおり回答又は閲覧に供する。

① 回答期限：平成２７年８月１８日（火）午後５時００分（質問者には電子メールにより速やかに回答する。）

② 閲覧場所：上記３（１）に同じ。

７ 参加意思の確認等

（１）本競争の参加者は、上記５に掲げる応募要件満たすことを証明するため、次に従い、参加意思確認申請書等（以下「確

認申請書等」という。）を提出し、支出負担行為担当官から確認を受けなければならない。

①受付期限：平成２７年８月１９日（水）午後５時００分

※ただし、郵送の場合、受付期限の午後５時００分を必着とする。

②受付窓口：上記３（１）に同じ。

（２）その他

① 確認申請書等の提出に係る費用は、提出者の負担とする。なお、提出された確認申請書等は、返却しない。

② 提出期限以降における確認申請書等の差し替え及び再提出は、特別な理由がない限り認めない。

③ 支出負担行為担当官は、提出された確認申請書等を競争参加資格の確認以外には、提出者に無断で使用しない。

８ 一般競争入札への移行

複数社から７（１）に示す確認申請書等の提出があった場合は、即時に一般競争入札手続きに移行する。

その際、日時等については、追って連絡する。



－2－

９ 確認申請書等の無効

本公告において示した応募要件を満たさない確認申請書等、確認申請書等に虚偽の記載をした場合、確認申請書等は無効とする。

また、支出負担行為担当官により応募要件を満たした旨確認された者であっても、確認申請書等提出期限である平成２７年８月１

９日時点において、指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている者の提出した確認申請書等も無効とする。

10 契約書作成の要否等 別添契約書案により、契約書を作成するものとする。

11 支払条件 完了払い。

12 苦情申立て

本調達における競争参加資格の確認その他の手続に不服がある者は、沖縄総合事務局総務部会計課に対して書面により苦情申立て

を行うことができる。

13 その他

（１） 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

以 上
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（別紙様式）

参 加 意 思 確 認 申 請 書

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

沖縄総合事務局総務部長 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名

平成２７年８月６日付公募公告の「平成２７年度長期掛金分割に伴う人事給与総合システム等の改修業務」に

係る応募要件について、確認されたく申請します。

なお、予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当する者ではないこと並びに参加意思確認申請書

の内容は事実と相違ないことを誓約します。

添付書類

① 平成２５・２６・２７年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）（写）

② 仕様書 「９ 業務に係る基準」に示す書類

③ 誓約書



仕 様 書

沖 縄 総 合 事 務 局

総務部人事課給与第二係

１ 件名

平成２７年度長期掛金分割に伴う人事給与総合システム等の改修業務

２ 本業務の概要

（１）システムの概要

本システムに関しては、Oracle を DB サーバとし、人事課の PC から給与を積算・集計し印刷・デー

タの保存を行っている。

（２）長期掛金分割に伴う改修の目的

平成２７年１０月１日から被用者年金制度の一元化により、国家公務員も厚生年金に加入すること

になる。

これに伴い、国家公務員の負担についても、「長期掛金」から変更されることになるため、給与簿様

式の改正が行われる。それに伴い「長期掛金」項目を「退職等年金掛金」、「厚生年金保険料」の２つ

に分けて表示する必要がある。このため、沖縄総合事務局では、現在運用中の人事給与総合システ

ム及び非常勤給与システムを改修することにより、給与簿様式の改正に対応するものである。

（３）改修内容

① 人事給与総合システムの基準給与簿、職員別給与簿２の「長期掛金」を「退職等年金掛金」、

「厚生年金保険料」の 2つに分けて表示する。または内訳として表示する。

② 「長期掛金」項目を「退職等年金掛金」、「厚生年金保険料」の 2つに分けることで

長期掛金（＝「退職等年金掛金」+「厚生年金保険料」）は端数がでるので考慮する。

③ 上記①で表示するために影響するプログラムを修正する。

④ 非常勤給与システムも人事給与総合システムと同様に長期掛金を分割表示するよう改修する。

⑤ 上記の変更に伴い影響するその他プログラムの変更には監督職員の指示により決定する。

３ 調達物品及び数量

調達する品名及び数量は次のとおり。

品名 数量 備考

平成２７年度長期掛金分割に伴う人

事給与総合システム等の改修業務

１式 なし

４ 業務履行期間及び納品日

①契約締結日～平成２７年１０月１６日



５ 情報セキュリティを確保するための体制の整備

受注者は、本業務の実施における情報セキュリティ確保のための体制を整備し、監督職員へ報告する

ものとする。

６ 情報の秘密保持等

① 本業務に関して当局から提供された情報その他知り得た情報を実施体制に定めた者以外の者には

秘密とし、また、本業務の遂行以外の目的に使用しないこと。

② 本業務に関して当局から提供された情報を、当該業務の終了時に監督職員に返却するか、消去又

は廃棄してその旨を書面で報告すること。

③ 本業務に関して当局から提供、貸与等された情報を当該業務の終了後においても他者に漏洩しな

いこと。

④ 本業務に関して当局から提供された情報その他アクセスが認められた当局の情報を、本業務のみ

使用し、他の目的には使用しないこと。

⑤ 本業務の遂行において、アクセスすることが可能な他の資産へのアクセスを行わないこと。また保

全に努めること。

７ 情報セキュリティ対策の履行状況の確認

本業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確保するために、監督職員は、受注者に対

して報告を求める場合がある。

８ 再請負に関する事項

本業務は、その全部又は一部を他の業者に再請負により行わせてはならない。ただし、本業務の一部

を他の業者に再請負により行わせる場合は、当局の承認を受けた上で契約を締結し、管理責任を負うこ

と。

また、受注者は、当局が受注者に求めるものと同水準の情報セキュリティを確保するための対策を契約

に基づき再請負先に行わせること。なお、監督職員は、再請負先に行わせた情報セキュリティ対策及び

結果に関する報告を、受注者に求める場合がある。

９ 本業務に係る基準

（１） 情報セキュリティ管理体制が確立されており、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）、又

はプライバシーマーク使用許諾等を受けている事業者であること。また、これを証明する書類を提出

すること。

（２） 本業務と同等以上の業務実績がある事業者であること。また、これを証明する書類を提出するこ

と。

１０ 記載外事項

本仕様書に記載されていない事項については、監督職員の指示に従うこと。



誓約書

誓 約 書

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について別添役員等名簿

の提出をもって誓約します。また、将来においても該当することはありません。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。

また、貴府（庁）の求めに応じて当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を

含む。）ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名、性別及び生年月日の一

覧表）等を提出すること、及び当該名簿に含まれる個人情報を警察に提供することについて同意

します。

記

１ 契約の相手方として不適当な者

(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体であ

る場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）であるとき

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者

(1) 暴力的な要求行為を行う者

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

(4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

(5) その他前各号に準ずる行為を行う者

支出負担行為担当官

沖縄総合事務局総務部長 殿

平成 年 月 日

住所

社名及び代表者名 印

※ 添付書類：役員等名簿



誓約書

役 員 等 名 簿

法人（個人）名：

役職名
(フリガナ)

氏 名
生年月日 性別 住所

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

( ) Ｔ Ｓ Ｈ

年 月 日
男・女

(注)法人の場合、本様式には登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。

※当該役員等名簿は例示であるため、「役職名」「氏名（フリガナ）」「生年月日」「性別」及び「住

所」の項目を網羅していれば、様式は問わない。


